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渋谷区

不燃化推進特定整備地区
整備プログラム

【渋谷区】

本町二～六丁目地区

令和３年３月



第３号様式（第３条関係）

本町四丁目

本町五丁目

1

2　課題
　現況の改善へ向けて、当地区においては平成５年度より密集地域整備事業を実施してきた。公園整備事業や建替え促進助成は一定の成果を
上げ、建替えの自然更新も進んでいるが、二、四、五、六丁目は依然として狭あい道路や狭小敷地が多く、街区内部に老朽住宅が多く残ってい
ることから、地区内の不燃化推進へ向けた取組が必要な状況である。
　町丁目ごとにみると、二丁目は不燃領域率が最も低く、四丁目は広範な消防活動困難区域を抱え、六丁目は公園が整備されていない状況で
ある。また三丁目は新宿に近く、山手通りや方南通りが地区内を通っていることから不燃領域率は比較的高いが、高低差のある地理的条件から、
幹線道路沿道以外の街区内部では老朽住宅が多く、狭あい道路拡幅が困難な状況にある。
　特に避難所である渋谷本町学園および同学園第二グラウンド周辺の消防活動困難区域の解消へ向け、主要生活道路８号線をはじめとした道
路の整備による避難路の確保や不燃化の推進が喫緊の課題となっている。

1　現況
　本町地区は、渋谷区の北西に位置し、新宿副都心の後背部に位置した、住宅を主体とする街である。本格的な市街化は関東大震災以降に始
まり、戦前までに現在の市街地の原型がほぼ完成した。交通の利便性から木造住宅を中心とする賃貸住宅の建設が活性化し、道路基盤等の整
備が十分でないままに木造住宅等の密集市街地となった。平成１８年９月１９日付で本町二・三丁目地区地区計画、平成２０年８月１日付で本町
二・四・五・六丁目地区防災街区整備地区計画の都市計画決定を行い、特定地区防災施設に位置付けた主要生活道路８号線については、優
先整備路線として平成２４年度から事業を進めており、主要生活道路拡幅事業の推進へ向けて動いている。また、「（仮称）本町地区防災都市づ
くりグランドデザイン（令和２年度末策定予定）」を策定をし、地区全体の不燃領域率（現況：65.7%）の改善や消防活動困難区域（現況：約13.１ha）
の解消といった防災性向上の視点に加えて、暮らしの豊かさ等の視点も含めたまちの将来像の実現へ向けた取組を進めていく。

不燃領域率 65.7% 70.0% 現況：令和元年度末　最終：令和７年度末

計 74.1ha

（コア事業）
・主要生活道路８号線整備事業
・８号線以外（２、３、５、６、１３号線）の主要生活道路整備実施へ向けた取組

（コア事業以外）
・建築物の不燃化促進へ向けた取組
・公園、広場などの緑地整備

（コア事業）
・主要生活道路５号線及び８号線整備事業
・５、８号線以外（２、３、６、１３号線）の主要生活道路整備実施へ向けた取組
・無接道敷地解消へ向けた取組

（コア事業以外）
・建築物の不燃化促進へ向けた取組
・公園、広場などの緑地整備
・無電柱化へ向けた取組
・本町二・四・五・六丁目地区防災街区整備地区計画の都市計画変更

整備目標・方針

（1）整備目標
　まちの課題、地域資源やまちの意見をもとに検討した（仮称）本町地区防災都市づくりグランドデザイン（令和２年度末策定予定）を実行し、誰もが安全・安心に住み続けられるまちを整備していく。
（2）整備方針
　東京都防災密集地域総合整備事業ガイドラインにおいて、優先整備路線として位置付けられている主要生活道路８号線をはじめとした各主要生活道路の拡幅整備と併せて、不燃化特区制度の周知を行い助成制度
を活用した建替えを推進する。また、地区内の積極的な用地購入により、公園、広場の整備促進を行う。
①主要生活道路の整備促進による消防活動困難区域の解消
　◎８号線拡幅整備事業の推進
　　・用地折衝委託、防災生活道路整備・不燃化促進助成による８号線沿道の延焼遮断機能強化、戸別訪問、固定資産税及び都市計画税の減免、士業派遣
　◎５、８号線以外の早期整備が必要な主要生活道路の整備方針策定へ向けた取組
　　・道路拡幅の着手へ向けた気運醸成（戸別訪問、固定資産税及び都市計画税の減免）
　　・住民向け相談受付体制の構築（士業派遣）
②地区内の不燃化へ向けた取組
　　・老朽建築物の建替えと狭あい道路拡幅へ向けた気運醸成（戸別訪問、固定資産税及び都市計画税の減免）
　　・住民向け相談受付体制の構築（士業派遣、無接道敷地等対策コーディネーター派遣）
③公園、広場などの緑地整備
　　・公園面積の要件緩和により、公園、広場の用地を確保し、地域の延焼遮断機能強化を目指す。
④本町二・四・五・六丁目地区防災街区整備地区計画（令和元年10月29日都市計画変更）の変更
　　・主要生活道路２、３、５、６、１３号線を特定地区防災施設に位置づけることを目指す。
⑤（仮称）本町地区防災都市づくりグランドデザイン（令和２年度末策定予定）実現へ向けた取組の実行

現況 最終 備考

これまでの防災都市づくりの主な取組 新たな取組

本町六丁目 13.3ha 3 3 4

15.7ha 3 4 4

13.0ha 3 4 4

15.5ha 3 3 4

本町三丁目 16.6ha 2 3 3

町丁目
面積
(ha）

地域危険度（ 第８回  ）

倒壊 火災 総合

本町二丁目

１　整備目標・方針

地区名 本町二～六丁目地区

位置 渋谷区本町二丁目、本町三丁目、本町四丁目、本町五丁目及び本町六丁目 面積 74.1ha

地区の現況・課題
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２　地区内での取組

Ａ-1
地権者の状況に応じて、用地折衝業務の一部を
外部委託することにより、早期の整備実現を図
る。

Ａ-2

・主要生活道路沿道の用地について、道路区域
編入により小広場（ﾎﾟｹｯﾄﾊﾟｰｸ）を整備する。
・防災街区整備地区計画を変更し、整備誘導路
線を特定地区防災施設に位置付けるとともに、
主要生活道路沿道の建築物について、壁面の
位置の制限等を定め、建替えに当たっては道路
幅6ｍ拡幅を前提とした敷地後退や建築制限を
義務付ける。

A-3

Ｂ-2
・（仮称）本町地区防災都市づくりグランドデザイ
ン（令和２年度末策定予定）と連携した土地鑑
定、測量、用地取得、公園整備

Ｂ-3
・（仮称）本町地区防災都市づくりグランドデザイ
ン（令和２年度末策定予定）に基づく検討

C-1

・令和３年度以降、段階的に主要生活道路を地
区防災施設に位置付け、都市計画変更を行う。
・規制誘導策として敷地面積の最低限度を定め
ている。これに加えて建替えに当たっては道路
幅6ｍ拡幅を前提とした敷地後退や建築制限を
義務付けるほか、壁面の位置の制限等の義務付
けにより道路空間の整備を行う。

C-2

C-3
区域内の建築物の建替えはすべて耐火・準耐
火とすることを要件としている。

公園、広場などの緑地整備

地区内の不燃領域率向上を図り、延
焼火災を遮断すると共に、災害時の
避難スペースを確保するため、地区
内に積極的な用地取得を行い、公
園の整備を進める。　また、地区内
の遊歩道についても安全・安心な道
としての整備を進める。

【補助事業】住宅市街地総合整備事業
【補助事業】木造住宅密集地域総合整備事業

●戸別訪問支援
●公園、緑地、広場等整備支援
●士業派遣支援

区
地区内全域　74.1ha
100㎡以上の公園１箇所以上

継続事業

公園整備（密集事業）
・令和２年度まで
８件用地取得、８件整備

本町二・四・五・六丁目地区防災街区
整備地区計画の整備計画区域内

【補助事業】住宅市街地総合整備事業
【補助事業】木造住宅密集地域総合整備事業
　

●戸別訪問支援
●まちづくりコンサルタント派遣支援
●士業派遣支援
●無接道敷地等対策コーディネーター派遣支援
●固定資産税及び都市計画税の減免
●老朽建築物除却等支援
●戸建建替え助成支援
●共同建替え助成支援

B-1
建築物の不燃化促進へ

向けた取組

　地区内の住民に不燃化事業の啓
発を行い、地権者の意向に応じて、
建築物の建替え等へ向けた働きか
けを行う。
　また、整備対象の主要生活道路に
ついて、6ｍ幅員の道路用地または
空間を確保し、道路拡幅の着手へ
向けた環境整備を行う。

・主要生活道路沿道（優先整備路線・整備誘導
路線）や無接道敷地など不燃化を優先するエリ
アを中心に戸別訪問を実施していく。
・建替えの促進により、地域の不燃化とセットバッ
クによる狭あい道路の拡幅を進める。
（不燃化特区制度による建替え助成、密集事業
や防災生活道路沿道不燃化促進助成、渋谷区
狭あい道路の拡幅に関する条例に基づく助成の
活用など）

区 継続事業

区 地区内全域　74.1ha 新規事業

事業
番号

事業項目 事業概要
事業手法

（●：東京都不燃化推進特定整備地区制度要綱第14条第１項に定め
る支援策）

事業
主体

事業規模 事業の進捗状況 備考

主要生活道路５号線及び８号線
整備事業

優先整備路線である主要生活道路
５号線と８号線について、道路用地
取得と沿道物件の補償など道路事
業を進め、避難路を確保すると共
に、消防活動困難区域の解消を図
る。

【補助事業】住宅市街地総合整備事業
【補助事業】木造住宅密集地域総合整備事業
（主要生活道路５号線：測量、設計、線形の決定、
道路用地の取得、補償、用地折衝委託、道路整
備）
（主要生活道路８号線：道路用地の取得、補償、用
地折衝委託、道路整備、防災生活道路整備・不燃
化促進助成の実施）

●戸別訪問支援
●まちづくりコンサルタント派遣支援
●士業派遣支援
●無接道敷地等対策コーディネーター派遣支援
●固定資産税及び都市計画税の減免

区

主要生活道路５号線沿道
総延長 約191ｍ
主要生活道路８号線沿道
総延長 約194ｍ

コア
事業

無接道敷地解消へ向けた取組

（仮称）本町地区防災都市づくりグラ
ンドデザイン（令和２年度末策定予
定）の実行の一環として、地区内に
点在する無接道敷地集積エリアに
ついて建築物の共同化等を検討す
る。

【補助事業】住宅市街地総合整備事業
【補助事業】木造住宅密集地域総合整備事業

●戸別訪問支援
●まちづくりコンサルタント派遣支援
●無接道敷地等対策コーディネーター派遣支援
●公園、緑地、広場等整備支援

継続事業

主要生活道路５号線
道路事業
令和２年度
　現況測量（予定）
主要生活道路８号線
道路事業
平成20年度
　現況測量、特定地区防
災施設に位置付け
平成22年度
　道路設計
平成24年度
　用地交渉開始

５、８号線以外（２、３、６、１３号
線）の主要生活道路整備実施

へ向けた取組

整備誘導路線となっている主要生
活道路について、不燃化建替え助
成等の制度により、建替え促進を図
ると共に、6ｍ幅員の道路用地また
は空間を確保し、道路拡幅の着手
へ向けた環境整備を行う。

【補助事業】住宅市街地総合整備事業
【補助事業】木造住宅密集地域総合整備事業

●戸別訪問支援
●まちづくりコンサルタント派遣支援
●士業派遣支援
●無接道敷地等対策コーディネーター派遣支援
●固定資産税及び都市計画税の減免

区・
事業
協力
者

＜対象:整備誘導路線４路線＞
主要生活道路２号線、３号線、６号線、１
３号線

継続事業

コア
事業
以外
の事
業

【補助事業】住宅市街地総合整備事業
【補助事業】木造住宅密集地域総合整備事業
　
●戸別訪問支援
●まちづくりコンサルタント派遣支援
●士業派遣支援
●無接道敷地等対策コーディネーター派遣支援
●固定資産税及び都市計画税の減免

区
地区内全域　74.1ha

継続事業

無電柱化へ向けた取組
主要生活道路の拡幅整備と合わせ
て無電柱化についても推進する。

事業手法を検討中 区 主要生活道路６号線（一部）及び８号線 新規事業

事業
番号

規制誘導の手法 規制誘導の目的 規制誘導の内容
決定
権者

規制誘導の
範囲等

事業の進捗状況

規制
誘導
策

本町二・四・五・六丁目地区
防災街区整備地区計画

住環境の形成と防災性の向上

まちづくり協議会の議論を踏まえて主要生活道路
沿道住民を中心とした地域の合意形成を図りなが
ら、主要生活道路を地区防災施設に位置付けると
共に、道路の拡幅整備へ向けた規制誘導を進め
る。主要生活道路の幅員を6ｍとすることを前提と
し、壁面の位置の制限や敷地の最低限度等の規制
をかける。

区 本町二丁目、四～六丁目

新防火規制 地区内の防災性向上
本町地区（一丁目および山手通りと方南通り沿道の
防火地域を除く）を東京都建築安全条例に基づく
「新たな防火規制」の区域に指定

都

備考

・整備計画区域：本町二・
四・五・六丁目地区全域を
指定（令和元年10月29日
都市計画変更）
・方針区域：本町二・四・
五・六丁目地区全域を指
定（平成20年8月都市計画
決定）

本町二・三丁目地区地区計画 延焼遮断帯の形成と住環境の向上

広域幹線道路（山手通り、方南通り）沿道の建築物
について、用途、高さ、壁面位置の制限により、延
焼遮断帯と街並み景観の形成を図る。また、広域
幹線道路沿道以外の街区内部においても建築物
の高さや用途の制限と共に、一部の生活道路に壁
面位置の制限をかける。

区 本町二丁目および三丁目の一部

実施
平成18年9月
都市計画決定
平成28年11月
都市計画変更

本町二～六丁目
実施

平成27年9月告示
平成27年10月施行
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３　区域図 本町二～六丁目地区

1000 200 400 600 800 1000m

0 100 200 400m

不燃化推進特定整備地区

区界 町丁目界

本町一丁目

幡ヶ谷二丁目

中野区

新宿区

町丁目界町丁目界

区界

区界

幡ヶ谷駅
避難所

新国立劇場

防災街区整備地区計画・
整備計画区域
（不燃化建替え助成対象区
域）

本町三丁目

本町二丁目

本町四丁目

本町六丁目

本町五丁目

渋谷本町学園
第二グラウンド

渋谷本町学園

渋谷区つばめの里
・本町東

渋谷区
児童青少年セン

初台駅
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４　整備方針図 本町二～六丁目地区

1000 200 400 600 800 1000m

0 100 200 400m

不燃化推進特定整備地区

区界

町丁目界

本町一丁目

中野区

新宿区

区界
区界

新国立劇場

防災街区整備地区計画・
整備計画区域
（不燃化建替え助成対象区
域）

本町六丁目

Ｃ－１ 本町二・四・五・六丁目地区防災街区

整備地区計画

本町二・四・五・六丁目地区防災街区

整備地区計画整備計画区域

Ｃ－２ 本町二・三丁目地区地区計画
本町二丁目および三丁目の一部

本町二・三丁目地区地区計画区域

Ｃ－３ 新防火規制

本町二丁目～六丁目の防火地域（方南通り・
山手通りの沿道３０ｍ）を除く全域が対象

（平成２７年１０月導入）

Ａ－３ 無接道敷地解消へ向けた取組

検討エリア

本町四丁目

本町五丁目

６号線

１３号線

３号線

町丁目界

町丁目界

本町三丁目

本町二丁目

８号線

５号線

２号線

Ａ－１ 主要生活道路５号線及び８号線整備事業

主要生活道路５号線
主要生活道路８号線

Ａ－２ ５、８号線以外（２、３、６、１３号線）の
主要生活道路整備実施へ向けた取組

不燃化を優先的に進める
主要生活道路沿道区域

Ｂ－１ 建築物の不燃化促進へ向けた取組

全域

Ｂ－２ 公園、広場などの緑地整備

全域

遊歩道

Ｂ－３ 無電柱化へ向けた取組

主要生活道路６号線（一部）及び８号線



第３号様式（第３条関係）５　整備スケジュール

A-3
無接道敷地解消へ向けた
取組

※緑地整備100㎡以上の土
地は密集事業で整備実施

Ｂ-3 無電柱化へ向けた取組

C-1
本町二・四・五・六丁目
防災街区整備地区計画

C-2
本町二・三丁目地区

地区計画

C-3 新防火規制

コア事業
以外の事

業

B-2 公園、広場などの整備

コア事業

B-1
建築物の不燃化促進へ向

けた取組

主要生活道路５号線及び
８号線整備事業

令和５年度 令和６年度

A-1

A-2

令和３年度 令和４年度

規制
誘導策

令和７年度

５、８号線以外（２、３、６、
１３号線）の主要生活道路
整備実施へ向けた取組

事業内容

主要生活道路の地区防災施設の位置付け等に向けた検討

規制誘導の実施

用地取得、補償、整備 （折衝業務の委託）

規制誘導（建替え連動）による道路空間の確保、
道路整備

特定地区防災施設としての位置づけ検討、調査等

戸別訪問

無接道敷地等対策コーディネーター派遣の実施

士業派遣の実施

士業派遣の実施

固定資産税及び都市計画税の減免

士業派遣の実施

＜道路整備：主要生活道路５号線＞
密
集
事
業

密
集
事
業

＜道路整備へ向けた規制誘導等＞

規制誘導の実施

固定資産税及び都市計画税の減免

固定資産税及び都市計画税の減免

老朽建築物除却等支援、戸建建替え助成支援、共同建替え助成支援の実施

＜道路整備：主要生活道路８号線＞

測量、設計、用地取得、補償、整備 等

測量、設計 等

戸別訪問

無接道敷地等対策コーディネーター派遣の実施

無接道敷地等対策コーディネーター派遣の実施

無接道敷地等対策コーディネーター派遣の実施

（仮称）本町地区防災都市づくりグランドデザイン（令和２年度末策定予定）実行に伴う、公園、緑地、広場等整備

（仮称）本町地区防災都市づくりグランドデザイン（令和２年度末策定予定）に基づく検討


